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平成25年度まで 平成26年度から

地域窓口
(地域産業保健センター）

連携（ワンストップサービス）

地域産業保健センター

労働者数５０人未満の事業
場の事業者・労働者からの
健康相談等実施。

産業保健推進センター
労働者数５０人以上の事業
場の事業者・産業保健ス
タッフ等からの相談対応。

メンタルヘルス対策
支援センター

事業場の事業者・産業保健
スタッフへのメンタルヘル
ス対策の取組み支援。

一
元
化

産業保健
総合支援センター



＜業務＞小規模事業場向けサービス提供
＜体制＞登録産業医・登録保健師・

労働衛生工学専門員

労働者・事業者からの相談対応・事業場への訪
問指導（職場巡視等）

＜業務＞産業保健スタッフ向けサービス提供
＜体制＞労働衛生各分野の専門家

産業保健スタッフに対する専門研修・助言指
導・情報提供・事業場内体制整備支援（メンタ
ルヘルス対策・両立支援）

産業保健総合支援センター

地域産業保健センター
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地域産業保健センターについて

５０人未満
の小規模
事業場
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健康診断後の医師の意見聴取
（安衛則第６６条の４）

長時間労働者の医師の面接指導
（安衛則第６６条の８．９）

高ストレス者の医師の面接指導
（安衛則第６６条の１０）

労働者の健康管理に係る相談
（安衛則第６６条の７）

労働衛生３管理に係る総合的指導
（個別訪問支援）

コーディネーター
による調整

支援者

支援内容



健康診断後の医師の意見聴取



長時間労働者に対する医師の面接指導

本人の面接指導の
申し出による

事業者による就業上の
措置の決定

医師による長時間労働者
の面接指導



ストレスチェックと面接指導の実施に係る流れ

必要に応じ就業上の措置の実施

医師による面接指導の実施

実施者（医師、保健師等※）によるストレスチェックを実施

労働者から事業者へ面接指導の申出

相談機関、専門医への紹介

事業者から医師へ面接指導実施の依頼

医師から意見聴取

衛生委員会で調査審議

実
施
前

ス
ト
レ
ス

チ
ェ
ッ
ク ストレスチェックの結果を労働者に直接通知

※この他、相談窓口等についても情報提供

面
接
指
導

結果の事業者への通知に
同意の有無の確認

ストレスチェックの結果を
職場ごとに集団的分析

（実施者）面接指導の申出の勧奨
＜面接指導の対象者＞

集
団
分
析

集団的分析結果を
事業者に提供

職場環境の改善のために活用

※一定の研修を受けた看護師、精神保健
福祉士が含まれる。

（実施者）
事業者に結果通知

※労働者の実情を考慮し、就業場所の変更、作業の
転換、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措
置を行う

※不利益取扱いの禁止

同意有りの場合

労働者に説明・情報提供

必要に応じて

セルフケア
※必要に応じ相談窓口
利用

事業者による方針の表明

（実施者）

（労働者） （実施者）

（実施者）

※以下は努力義務

※申出を理由とする不利益取扱いの禁止

（実施者）

ストレスチェックと面接指導の実施状況の点検・確認と改善事項の検討
全体の
評価



労働者の健康管理に係る相談

脳・心臓疾患のリスクが高い労働者

•血中脂質・血圧・血糖・尿糖・心電図の項目における有
所見者 特定保健指導と重なる部分

メンタルヘルス不調の労働者

•不眠等、メンタルヘルス不調を自覚する労働者

•ストレスチェックにおいて高ストレス者と評価された労
働者（事業者に医師の面接指導を申し出ていない場合）

•当該労働者を使用する事業者



ストレスチェックと面接指導の実施に係る流れ
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労働衛生３管理に係る総合的指導
（個別訪問支援）

各事業場の職場環境やメンタルヘルス対策等の現状を
踏まえ、労働衛生３管理（作業環境管理、作業管理、
健康管理）に係る総合的な助言を行う。

– 作業環境、作業内容、労働者の作業の様子など確認。
–健康診断結果による事後措置の実施状況を確認
（有害業務のある事業場などは特殊健康診断含む）。

必要に応じて、労働者に対し健康講話を行う。

職場の巡視



個別訪問支援の実際

作業場の右側



福岡県の地域産業保健センター

福岡地区

筑豊地区

筑後地区

福岡中央
福岡東

久留米
有明

八女筑後

北九州西
小倉
門司
京築

北九州地区

飯塚
直方鞍手

田川

福岡産業保健
総合支援センター

県内１２ヶ所に、
地域産業保健センターがある。



地域産業保健センターの利用状況

平成26
年度

平成27
年度

事業場数
（事業場）

1,410 1,609

労働者数
（人）

13,192 15,749

福岡県における事業場数及び労働者数

事業場数： 219,212（小規模事業場 212,056）
労働者数： 2,237,808（小規模事業場 1,410,919）

地域産業保健センターの対象

地域産業保健センターの利用状況

0.8%

1.1%

平成28年度
～8月

872

6,936

平成27年度
利用率



利用事業場に対するアンケート調査結果

75.4 20.6

3.4

0.3 0.3

0% 50% 100%

有益

概ね有益

どちらともいえない

あまり有益ではない

無回答

地域産業保健センター利用の有益度
（平成２７年度）



地域産業保健センターの課題

利用の増加 マンパワー不足

コーディネーター 17名

うち保健師4名、社会保険労務士2名

登録産業医 252名（活動実績がある者165名）

主に、医師会会員医師。通常の診療業務多忙。

登録保健師 11名

登録保健師がいない地域産業保健センターもある。

労働衛生工学専門員 4名

衛生工学衛生管理者、労働衛生コンサルタント
（労働衛生工学）、第１種作業環境測定士など



マンパワー不足により生じている問題

事後措置としての保健指導

事業場へ実施する健康講話などの集団指導

他組織との連携

が解決策の１つになるのではないか。

支援の必要性を感じてはいるが、対応できていな
い場合がある。



保健指導の実施における
協会けんぽとの連携現状

地域産業保健センター

協会けんぽ

脳・心臓疾患のリスクが高い労働者

メンタルヘルス不調の労働者

特定保健指導の対象者

同日、同時間帯に
保健指導を実施。



集団指導における福岡県事業の活用

健康職場づくりアドバイザー派遣事業

自主的な健康づくりを応援するた
め、保健師や管理栄養士、健康運動
指導士などが事業場に出向き、健康
教育などを実施。



多組織との連携や活用の利点と課題

【利点】
• 事業者・労働者への効率的な実施
• 保健指導の確実な実施
• 支援者の業務負担の軽減
• 経費節約

【今後の課題】
• 業務分担の意味合い
• 情報共有できていないため、次の支援に
活かせない。



将来的な産業保健活動支援の在り方

現状

縦割りの体制。
各組織の専門家が、独自の活動を実施。

将来

各組織の専門家が、共通の情報や共通の知識・技
術を持ち、さらに、組織として得意とする所を活
かした支援活動を行うことは可能か？

事業者や労働者に対し、効率的に、効果的な支援を
実施する事が重要。



地域・職域連携会議への参加

現状

• コーディネーターが、地域・職域連携会議に
委員として参加。

• 地域産業保健センターの活動内容を説明。

将来

実効性のある支援活動に向けて、連携体制を構
築するため、地域・職域保健の専門家や関係団
体が協議するような場にならないか？



ＳＷＯＴ分析

プラス要因 マイナス要因

内
部
環
境

外
部
環
境

• 業種や年齢に関わらず、支
援可能。

• 医師の活動がある。
• 産業保健の視点
• ワンストップサービス

強み
• マンパワー不足
• 予算不足
• １つの事業場に継続的な支援
ができない体制

弱み

• 事業場の各種情報が入手し
やすい。

• 労働行政の協力が得やす
い。

機会
• 産業保健活動に関する理解・
関心、活動に必要な知識が不
十分。

• 労働情勢のめまぐるしい変化
• 関係法令の改正

脅威



産業保健分野における期待

小規模事業場に支援できる体制整備・強化

– 労働衛生に関する知識・技術を持った専門家
の確保

– 組織の強みを生かせるような協力体制づくり
– セキュリティや個人情報の程に配慮した、支
援者間での情報の共有・活用。

小規模事業場が、将来的には自主的に産業
保健活動ができるような支援の強化

–労働安全衛生マネジメントシステムが導入で
きるような支援が必要。



ふくおかとびうめネット

かかりつけ医を通じて、医療情報（症状、
検査結果、病歴服用しているお薬、アレル
ギー）を事前に登録しておくことで、緊急
時に迅速で適正な医療を支援する情報ネッ
トワーク

• 産業保健活動に必要な診療情報の共有
• 産業保健活動で得られる情報の共有・活用
職域健康診断の結果、医師の意見聴取結果、事後措置の実施状況、職場
環境測定の結果、有害業務の履歴、長時間労働者や高ストレス者の面接
指導の結果など

福岡県における医療機関間の情報共通システム

産業現場での活用は可能か？
保健師などによる活用は可能か？


